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1 背景 

スマート機器の急増に加えて IoT の普及が予測されており、それらが繋がる無線ネットワークの大容量化

が急務となっている。 現在の無線ネットワークは LTE を用いた広域網が主であるが、既にモバイル通信量の

急激な増加が始まっており、LTE 技術とその高度化のみでは対応が困難となりつつあるため、様々な周波数

を扱う複数の無線ネットワークの広域での併用と個々の技術の大容量化が求められている。無線 LAN もそれ

らの技術の一つに挙げられ、既に物理層・データリンク層では 802.11ac が標準/実用化され、今後 802.11vht

も標準化が行われる見込みであり、ネットワーク容量の大容量化が進んでいる。しかし、無線 LAN は物理的

に極めて狭い範囲を対象とした無線ネットワーク技術である上に設置できる場所が限定されてしまうため、

無線資源の地理的な再利用性が乏しい。従って、無線 LAN は本来利用できる無線資源を広い範囲で有効に利

用できていない。	

この様な背景から、広い範囲に無線 LAN を展開する技術として、無線メッシュネットワーク（WMN）が再注

目されている。無線メッシュネットワークは、全てのアクセスポイント（AP）が無線マルチホップネットワ

ークを用いたバックボーン網を構築し、有線接続を持つ一部の AP（GW）がバックボーン網を経由したインタ

ーネットへの接続性を WMN 全域に供給する構造を持つ。しかし、WMN は無線 LAN を広域に展開できる一方で、

マルチホップ転送によって複数の AP が共有する無線資源（同一のチャネル資源）を繰り返し利用するため、

ネットワーク容量が減少してしまう。インターネットアクセスが主の環境では、GW までのマルチホップ経路

上において、経路途中の AP に接続する端末発/宛の通信によって GW へ近づくに連れて転送するトラフィック

量が累積するため、GW がボトルネックとなりネットワーク容量が制限される。この様な理由から、これまで

は WMN の用途が限定されていた。	

無線通信では、チャネル単位の容量に理論上限があるため、ネットワーク容量は併用するチャネル数と、

それらチャネル資源の利用量（利用率）に依存する。しかし、WMN では利用するチャネル全ての資源を有効

利用できず、ネットワーク容量の最大化が困難である。なぜなら、WMN では AP 毎に端末が接続し、端末発/

宛の通信とその量は時々刻々と変化するため、WMN 上のボトルネックが一意の場所とはならず、チャネル資

源が未使用が発生してしまうためである。従って、様々な状況に柔軟に適応してネットワーク容量を常に最

大化するためには、必要な場所で必要な量だけチャネル資源を活用する柔軟なチャネル利用制御を行う必要

がある。	

既存研究の殆どがホップ毎に異なるチャネルを事前に割り当て、トラフィックの転送経路を分散させる

WMN を用いたネットワーク容量の大容量化技術に着目している。ホップ毎に異なるチャネルを利用すること

から、マルチホップによるネットワーク容量の減少回避には寄与するが、ホップ毎にチャネルを固定するこ

とから、トラフィック状況が変動する場合には変動に適応できず、ボトルネックが発生して全チャネル資源

を有効活用できない。同様に、GW のボトルネックも GW の利用チャネル数に依存し、ネットワーク容量の最

大化が困難である。	

我々はこれまでに、複数のチャネルを全てのホップで並列に利用する WMN アーキテクチャ（SD-WMN:	

Software	Defined	WMN）を提案した[1]。このアーキテクチャでは、OpenFlow を用いてフロー単位でホップ

毎に利用するチャネルを全チャネルから柔軟に選択・変更できるため、ホップ毎に特定のチャネル利用とは

ならず、トラフィック状況に応じてチャネル資源を適材適所に有効利用する制御が可能となる。	

このアーキテクチャを用いて先行研究[2]では、複数チャネル間の負荷を平滑化するチャネル有効利用手法

を提案した。この平滑化手法では、フロー単位のチャネル利用制御でチャネル負荷を常に均等とすることで、

チャネル資源利用の最大化による大容量化を実現した。しかし、実環境ではフロー毎の帯域は様々であるた

め、平滑化することでパケットロスを発生させてしまう。必要帯域の大きなフローを転送する場合には、平

滑化により全てのチャネルに空容量（残余帯域）があり、合計値では該当のフローを転送できるにも関わら

ず、どの単一チャネルでも転送できない状況が生じてしまう。	

（公財）電気通信普及財団 研究調査助成報告書 No.31 2016



	

2	

	

そこで本研究では、様々な帯域のフローに対応するために、負荷の平滑化は行わず、フローを可能な限り

特定のチャネルへ集約するチャネル有効利用手法（フロー集約手法）を提案する。具体的には、各フローの

到着時点でのパケットロスを避けるために可能な限り残余帯域の多いチャネルを用いて該当フローを転送し

た後に特定のチャネルでの転送に切り替える（集約する）。その結果、様々なフローを転送する場合において

も、パケットロスを低減することが可能となる。また、試作機を用いて実環境で提案手法の評価を行い、提

案手法の有効性を示す。	

2 関連研究 

複数チャネルを用いた WMN は、これまでに数多く研究されている[3-10]。主な研究対象は複数チャネル構

成の WMN での経路制御と複数チャネルを扱う MAC プロトコルの 2 種類である[6]。	

経路制御の研究では、ホップ毎に異なるチャネルを利用し、経路制御によってトラフィックを複数チャネ

ルに分散させる手法が提案されている[3-8]。この経路制御では、近接リンクとの干渉を避けるチャネル割当

てが必要となるため、チャネル割当と経路制御を連動する手法が研究されている[7,8]。トラフィックに応じ

て経路を制御する事で、同一のチャネル資源を繰り返し利用する事による帯域低下を防ぐ事ができる。しか

し、利用するチャネルが各ホップで固定されてしまうため、一部ホップにトラフィックが集中する場合には、

ボトルネックが生じてしまう。また、インターネットアクセスでは、GW にトラフィックが集中してしまい、

その部分がボトルネックとなる。従って、チャネル利用を柔軟に行い、必要な場所で必要なチャネルを柔軟

に利用できる技術が必要である。	

そこで MAC プロトコルの研究では、複数のチャネルを任意に切替えながらトラフィック転送を実施する事

で、トラフィックを複数チャネルに分散させる手法が研究されている[9,10]。文献[10]では、1 つの無線イ

ンタフェースを用いて、パケット送受信時に使用チャネルを適切に切替える事により複数チャネルでのデー

タ送受信を実現している。この手法によって 1 つのインタフェースしか持たない市販の AP において、空きチ

ャネル全てを時分割で利用する事が可能となる一方で、チャネル切替えのための時間の増加[11]や複数チャ

ネルの同時利用の困難により、ネットワーク容量の拡張への貢献は薄い。以上の様に、複数チャネルを使う

WMN であっても、必要なチャネル資源を必要な場所で必要なだけ適材適所で活用する技術の確立が望まれる。	

	 	

	 	 	 	 	 図 1:	SD-WMN アーキテクチャ	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図 2：平滑化手法の概念図	

3 Software Defined WMN（SD-WMN） 

本節では、先行研究で提案した SD-WMN のアーキテクチャ並びにチャネル有効利用手法を説明する。その後、

チャネル有効利用の適用範囲と問題点を明らかにする。先行研究の概要は、3-1 節に、適用範囲と問題点は

3-2 節に示す。	

3-1 アーキテクチャとチャネル有効利用手法 
先行研究では、図 1 に示す仮想 AP（VAP）と VAP を用いた WMN を提案した。複数の AP を有線接続し、個々

の AP は異なるチャネルを利用する。この有線接続された AP 群を、複数チャネルを持つ 1 つの VAP として扱
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い、それらで WMN を構築する。その結果、理想的には各 VAP に AP を制限なく追加でき、追加する AP 数に応

じて WMN 上で併用するチャネル数を柔軟に増やす事ができる。	

WMN のネットワーク容量を最大化するためには、全ホップで併用する複数チャネルを適切に利用する必要

がある。先行研究では、上記構成の WMN に中央制御型の OpenFlow 技術を導入した Software	Defined	WMN

（SD-WMN）を提案した。SD-WMN では、OpenFlow コントローラ（OFC）が OpenFlow プロトコルを用いて（送信

元・先の IP アドレスとポート番号の組で定義する）フロー単位で VAP 毎に任意の制御パスを設定・変更が可

能となる。また、OpenFlow は SD-WMN 全域の情報を集約できることから、各ホップの各チャネルでのトラフ

ィック転送状況も収集が可能である。これらの特徴を用いて、SD-WMN は潜在的に様々なトラフィック状況に

対応して、適切なチャネル利用が可能となる。	

先行研究で提案した手法では、SD-WMN 上で各 VAP の電波範囲内において、図 2 の様に全チャネル間でトラ

フィック負荷を平滑化することでチャネル有効利用を行い、ネットワーク容量の最大化を実現するチャネル

有効利用手法（平滑化手法）を提案した。具体的には、OFC は新規フローに対して、到着時点では帯域を収

集できないため、一時的に負荷の少ないチャネルを用いて転送する（図 2 左）。その後、OFC が該当フローの

帯域を把握した段階でチャネル間での負荷を均等とする様にフローの転送チャネル変更を行う（図 2 右）。帯

域の収集は OpenFlow の FlowStats を用いて定期的に取得し、その取得毎に平滑化処理を実施する。なお、

FlowStats で得られる結果は累積の転送量であるため、2 回送信した差分をフローの帯域として用いた。	

	 	 	 	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (a)	平滑化による損失	 	 	 	 	 	 	 	 (b)理想的なチャネル利用	

図 3:	平滑化手法の問題点と理想状態	

3-2 先行研究の適用範囲と問題点 
平滑化手法では、チャネルを有効利用できる状況が限定される。具体的には、平滑化手法は新規フローの

帯域と到着順に制限がある。3-1 節で説明した通り、新規フローは、到着時点で帯域が不明であるため、ト

ラフィック負荷が少ないチャネルを用いて一時的に転送される。平滑化手法を用いてチャネル利用を制御し

ていると、図 3(a)の様に、新規フローの帯域が転送するチャネルの空き容量（残余帯域）を超過し、パケッ

トロスが発生する可能性がある。一方で、フローが 1、3、2 の順で到着する場合には図 3(b)の様に損失が発

生しない。従って、平滑化手法が有効に働くのは、単一のチャネルの残余帯域を超えない範囲の帯域のフロ

ーが順番に到着した場合に限定される。	

この様に到着順によっては適切なチャネル割り当てとなることから、平滑化手法がフローの到着順に依存

する点が問題である。これは、平滑化することで、フローの増加に応じて新規フローが利用できる残余帯域

がどのチャネルでも減ってしまうことに起因する。よって、この問題を解決するためには、一部のチャネル

の残余帯域を可能な限り最大化して、新規フローを転送する際のパケットロスを回避する必要がある。	

4 フロー集約手法 

本手法では、3-2 節で述べた通り、一部チャネルの残余帯域を最大化し、新規フロー到着時点でのパケッ

トロスを予防するチャネル有効利用を提案する。新規フローについて、到着時点では残余帯域が最大となる

チャネルを用いて一時的に転送し、帯域が判明した時点で特定のチャネルに集約する。また、転送中のフロ

ーが終了した場合には、その終了によって増加した残余帯域を活用するために、新規フローに関わらず他の

チャネルからフローを集約する。これらを繰り返すことで、一部のチャネルで十分な残余帯域が確保され、

新規フローの到着時点におけるパケットロスを可能な限り回避できる。ただし、フローを特定のチャネルに

集約する際には、チャネルの残余帯域にフローが収まることを正確に確認する手法も必要となる。以上より、

本研究のポイントである残余帯域の計算方法を 4-1 節、新規フロー到着時のチャネル選択手法を 4-2 節、フ

ローの集約方法を 4-3 節、フロー終了時のフローの再集約手法を 4-4 節でそれぞれ説明する。	
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4-1 チャネルの残余帯域の算出方法 
特定のチャネルにフロー集約を行うためには、フローの帯域とチャネルの残余帯域を適切に管理する必要

がある。本節では、チャネルの残余帯域の算出方法を説明する。無線ネットワークでは、トラフィックの転

送量は容易に計測できる一方で、残余帯域の正確な計測は困難である。本研究では転送量から残余帯域を推

定する。	

まず、OFC が各 AP から各チャネル上の全てのフローの統計情報を取得する。この統計情報には、フロー毎

の転送パケット数と転送バイト数の累積値が含まれる。累積値からフローの帯域を取得するために、0.5 秒

間隔で 2 度統計情報を取得し、差分を取得する。つまり、0.5 秒間に転送されたパケット数とバイト数を計

測する。また同時に、OFC が OpenFlow とは異なる外部プログラムを用いて、全 AP から各ホップの無線リン

ク速度を取得する。	

次に上記で収集したフロー毎の統計情報と無線リンク速度からチャネルを利用した合計時間（Airtime）を

計算する。Airtime は、フレーム送信毎のオーバヘッド（プリアンブルやヘッダ、FEC、ACK 等）と転送バイ

ト数の和を無線リンク速度で除算し、その結果にフレーム毎に発生する DIFS/SIFS の制御時間を加えること

で計算する。この結果は、上記のフロー統計情報の計測間隔 0.5 秒間の間で、データ送信に利用された合計

時間となる。この Airtime を用いて、チャネルの未使用時間を計算（0.5	-	Airtime）し、無線リンク速度を

乗算することで残余帯域を予測する。	

4-2 フロー到着時の転送チャネル決定方法 
新規フローの到着時には、そのフローの帯域は不明であるため、一時的に可能な限り残余帯域の多いチャ

ネルを用いて転送することで、チャネル容量の超過によるパケットロスを回避する。具体的には図 4 に示す

様に、新規フローが獲得し得るチャネル容量（獲得期待容量）を用いて、一時的な転送チャネルを決定する。

帯域が判明しているフローのみが存在する場合（図 4 左）には、獲得期待容量は残余帯域と等しいため残余

帯域が最も多いチャネルを選択する。	

一方、新規フローが複数到着し、帯域が不明のフローが既に存在する場合（図 4 右）には、全チャネルを

対象に新規フローの獲得期待容量を計算して比較する。まず、OFC はフローの詳細情報はなくとも既に転送

中のフローの数は保持している。図 4 右の様に未知のフロー2 をチャネル A で転送している場合にはチャネ

ル A の残余帯域を 2（=[既存の未知のフロー数]	+	1）で割った値をフロー3 の獲得期待容量として算出する。

この例では、チャネル A 上では未知のフローのみが転送されているため、チャネル容量をフロー数で除算す

る。一方、チャネル B 上では既知のフロー1 のみが転送されている事から、フロー3 の獲得容量期待値はチャ

ネル容量からフロー1 の消費分を減算した値となる。これらチャネル A/B での獲得期待容量を比較し、図 4

右の例ではその値が大きいチャネル B が選択される。こうする事で、新規フローが頻繁に流入する場合にお

いても、可能な限り多くの容量を個々のフローが利用できるチャネルを用いて転送することでパケットロス

の可能性を最小限に抑える。	

	

図 4:	一時的な転送チャネル決定の実施例	

4-3 必要帯域判明時のフロー集約方法 
本手法は 4-2 節の新規フローの処理と並行して定期的にフロー情報を収集し、未知のフローの情報が判明

した場合に該当フローを特定のチャネルでの転送に切り替える。集約先のチャネルには、十分な残余帯域が
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確保できないものから順番に選択する。フロー情報には、OFC が定期的に（3 秒毎に）フロー単位の統計情報

を（0.5 秒間隔で）2 度取得してその差分を用いる。フロー情報の収集で全てのフロー情報が集まることから、

全フローの情報から 4-1 節で説明した方法によってチャネル毎の残余帯域を計算する。ここで計算した残余

帯域は 4-2 節の処理でも活用する。	

OFC はフロー情報を取得し、直前まで未知であったフローの情報を特定できた場合にフロー集約を実行す

る。OFC はフローの帯域を計算し、特定のチャネルに集約可能であるかを確認する。具体的には、フローの

帯域を用いて残余帯域の少ないチャネルから順に収容可能かを比較し、収容可能なチャネルが存在した場合

には、フローを該当チャネル上での転送に切り替える。フローの移動先が無い場合には、転送チャネルの切

替えを行わない。なお、上記の処理はホップ単位で行う。	

この様に残余帯域の少ない一部のチャネルにフローを集約し続けることで、残りのチャネルでは残余帯域

が最大限確保される。その結果、4-2 節の新規フローに対する一時的なチャネル決定が有効に働き、流入時

のチャネル容量超過によるパケットロスを予防することができる。	

4-4 フロー終了時のフローの再集約手法 
フロー終了時には、該当フローの帯域分だけフローを転送していたチャネル（終了チャネル）の残余帯域

が増加する。この時、新規フローの到着と集約を待たずに、既存フローの再集約を行う。OpenFlow では、フ

ローの終了時に各 AP から OFC へ通知が届くため、この通知を契機に再集約を実行する。	

OFC はフロー終了の通知を受け取ると同時にフロー終了前に取得したフロー情報から終了したフローの帯

域と終了チャネルの残余帯域を計算し、フローの帯域分だけ残余帯域を加算することでフロー終了時点での

終了チャネルの残余帯域を予測する。最も残余帯域の大きいチャネルから順番に、そのチャネル上で転送中

のフローについて、集約が可能か確認する。具体的には、フローの帯域と終了チャネルの残余帯域から収容

可能かどうかを判断し、残余帯域がフロー帯域より大きい場合には該当のフローの転送を終了チャネル上に

切り替える。残余帯域が終了チャネルより少ないチャネルについては、上記の処理は行わず、条件を満たす

フローが見つからない場合には再集約は実施しない。	

5 実環境での評価実験 

5-1 実験環境 
本実験では図5に示す通り、VAPおよび各APをそれぞれ0.7m離して設置した。実装に使用するAPはBuffalo

製 WZR-HP-AG300H を用い、OpenWrt ファームウェアをインストールした。また、OpenFlow スイッチとして、

OpenWrt 上に OpenvSwitch をインストールした。なお、無線干渉が無い環境を調査した上で 100 と 112、124、

136 チャネルの 4 チャネルを WMN を構成するために用意し、54Mbps 固定の IEEE802.11a で構成した。実験で

は、Linux をインストールした PC1 と PC2 を用意し、それぞれ VAP1 と VAP4 に接した。その上で PC1 と PC2

の間で iperf を用いたトラフィック送受信を行う。なお、本研究はデータトラフィックに対するチャネル有

効利用が研究対象であるため、端末と AP 間や OFC と AP 間は全て有線接続とする。	

	
図 5:	実験環境	
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図 6:	パケットロス数の時間変化	

5-2 基礎性能評価 
本節では、提案するフロー集約手法が先行研究の平滑化手法に比べてチャネル有効利用を実現できる適用

範囲が広いことを示すために、3-2 節であげた適応範囲外の例を元にした実験シナリオで性能評価を行う。

利用する SD-WMN は、図 5 に示す 100 と 112 チャネルの 2 チャネルのみを使うトポロジ構成を取る。実験シナ

リオは、1,500 バイトのパケットを用いた 5Mbps の UDP フローを 2 つと 10Mbps の UDP フロー1 つを 5 秒間隔

で順番に PC1 から PC2 へ送信する。送信開始したフローは、30 秒間の実験終了まで継続してトラフィック送

信を続ける。	

図 6 に実験期間中の 1 秒ごとのパケットロス数を示す。この図から提案手法では、実験を通して常にパケ

ットロスが 0 であることがわかる。一方、平滑化手法では、3 つ目のフローが送信された直後からパケット

ロスが発生している。2 本目のフローが送信された後、平滑化手法では 2 つのチャネルのトラフィック負荷

を均等にするために、5Mbps のフローがそれぞれのチャネルで 1 つずつ送信される様に、フローの転送チャ

ネルの切替えを行う。しかし、この平滑化によって両方のチャネルの残余帯域が減少してしまう。本実験環

境では、54Mbps 固定の 802.11a を用いている事から 1 チャネルを 3 ホップする場合の可用帯域は約 10Mbps

である。それに対して、どちらのチャネルも既に 5Mbps のフローを転送しているため、3 つ目のフローが到

着してどちらのチャネルで転送してもチャネル容量超過によるパケットロスが発生する。その後、平滑化手

法はチャネル負荷を平滑化するために、FlowStats を収集することでフローの転送量から帯域を計測するが、

既にパケットロスが生じているため正確な帯域計測が行えずに誤ったチャネル切替えを繰り返してしまい、

パケットロス数が大きく変化している。	

一方で提案手法は、2 フロー目が到着した後に全てのフローを片方のチャネルに集約するため、もう一方

のチャネルは未使用状態となり、そのチャネルの残余帯域が十分に確保される。3 本目のフローが到着した

時点では、フローの帯域は不明であるが、残余帯域の大きなチャネルで一時的な転送を開始するため、パケ

ットロスが発生しない。また、フローの帯域を特定した後はフローの集約を試行するが、既に 1/2 つ目のフ

ローでチャネルが埋まっているため、チャネル切替えは行わない。その結果、全てのチャネルが最大限有効

利用され、ネットワーク容量を最大化できる。つまり、2 チャネル・3 ホップの最大容量である 20Mbps を損

失なく転送できている。	

以上の結果より、平滑化手法に存在したフローの帯域と到着順に対する手法の適用範囲がフロー集約手法

には存在しないことがわかる。従って、提案手法ではネットワーク容量に空きがある限り、到着フローに依

存せずに最大限チャネルを有効利用が可能となる。	
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表 1:	実験施行毎のパケットロス数	

手法	 最大値	 中央値	 最小値	

平滑化手法	 6826	 4229	 1196	

フロー集約手法	 8	 7	 4	

	

5-3 実践的なトラフィックによる評価 
本節では、様々な到着タイミングと様々な帯域のフローを模擬した環境で実験を行い、フロー集約手法の

有効性を示す。実験では、あらかじめランダムに生成したトラフィックを 1 パターン準備する。フローの生

成は、(1)フローの到着間隔は 1 秒以下、(2)フローの継続時間は 1 秒以上 10 秒以下、(3)フローの転送レー

トは固定で 9Mbps 以下、(4)同時に送信する合計スループットは 36Mbps 以下の 4 つの条件を満たした範囲で

ランダムに 100 フロー生成する。なお本実験では、図 5 の 4 チャネル 3 ホップの実験トポロジで、生成した

100 フローを PC1 から PC2 へ送信する。同一フローパターンで 9 回の実験を行う。	

表 1 に実験試行単位でのパケットロス数の計測結果を示す。本実験では、同時に転送するトラフィックを

必ず 36Mbps 以下となる様にフローを生成しているため、チャネルを有効利用できていれば、全てのトラフィ

ックを転送できるはずである。しかし、平滑化手法では多くのパケットロスが生じている。3-2 節で説明し

た通り、平滑化する事によりフロー数とそれらの帯域によってチャネル毎の残余帯域が低下してしまうため、

新規フロー到着にチャネル容量超過が発生してパケットロスが増加する。その際、OFC が実測するフローの

帯域にも誤差が生じてしまい、誤ったフローのチャネル切替えを実施してしまう。この差分は、実験毎に差

異が生じるため、パケットロス数も実験毎に差異がある。	

一方、フロー集約手法ではパケットロス数が全ての実験において数パケットに抑えられている。本手法で

は、フローの到着順序や帯域に依存せず、新規フローについて到着時点では十分な残余帯域のあるチャネル

上で一時的に転送し、フローの帯域が判明した段階で特定のチャネルに集約するため、チャネル容量超過を

可能な限り回避できている。したがって、ランダムに生成したフローに対しても、フロー集約手法が良好な

性能を示した事から、本手法は広い適応範囲の元でチャネル有効利用を実現したと言える。	

4 まとめ 

本論文では、フローを特定のチャネルに集約して一部のチャネルで十分に残余帯域を確保する事により、

新規フロー到着時のチャネル超過によるパケットロスを大幅に削減した。残余帯域は、フローの統計情報か

らチャネルの合計占有時間を算出し、その空き時間を用いて予測する手法を提案した。新規フロー到着時と

フロー集約、フロー終了時の再集約手法を提案し、これらを組み合わせる事で十分な残余帯域を確保できる

手法を実現した。フロー集約手法を実環境で評価し、先行研究に比べて大幅にパケットロスが削減できる事

を示した。今後は、複数チャネル間で無線送信レートに差がある場合や、AP 間の距離を適切に調整した上で

詳細な調査を行う必要がある。	
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